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学生アルバイトの労働条件の確保及び適切な労務管理に向けた取組について

高等教育機関への進学率が趨勢的に上昇し、長期休暇中と授業期間中の両方ともアル

バイトで働く学生の割合が増加傾向にあり、また実態として学生のアルバイ ト時間も増

加傾向にあるなど、学生とアルバイトとの結び、っきは強まってきている。このため、学

生の本分である学業と生活補助のためのアルバイ トとの適切な両立が求められている。

こうした中、平成 27年 6月に実施した「労働基準局長と大学生の座談会」において、

試験前にもかかわらずアルバイトを休みにくいことがあったなどの意見が学生からあり、

先の第 189回通常国会においても、学生アルバイトの実態把握の必要性等についての議

論がなされた。

これらのことを受け、学生アルバイトを巡る労働条件や学業への影響等の現状及び課

題を把握した上で、より適切な対策を講じるため、平成27年8月下旬から 9月にかけて、

大学生等を対象にアルバイ トに関する意識等調査を実施し、その結果を取りまとめたと

ころである。

厚生労働省では、これまでも学生アルバイトの労働条件の確保のため、関係法令の周

知・啓発や監督指導等を実施してきたところであるが、今回の調査結果を踏まえ、学生

アルバイトに係る労働条件の確保及び適切な労務管理に向けた取組を、文部科学省等と

連携して実施することとしたので、都道府県労働局（以下「局Jとしづ。）においても、

了知の上、下記により的確に推進されたい。
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記

1 事業主団体等への要請

厚生労働省労働基準局（以下「本省Jとしづ。）においては、昨年、一般社団法人

日本経済団体連合会、日本商工会議所及び全国中小企業団体中央会に対し、学生アル

バイトの労働条件の確保にかかる傘下企業等への周知等について要請したところであ

る。また、同じく昨年、学生アルバイ トが多い業界団体（コシピニエンスストア、学

習塾（個別指導）、スーパーマーケッ ト、居酒屋関係の各業界団体）に対し、労働基

準関係法令の遵守のほか、シフト設定などの課題解決に向け別添1 「学生アルバイト

の労働条件に関する自主点検表」 （以下「自主点検表」という。）を作成し、その実

施について文部科学省と連名で要請したところである。

各局においても、管内の事業主団体（経営者協会、商工会議所連合会、中小企業団

体中央会等）等に対し、様々な要請の機会をと らえて、学生アルバイトの労働条件の

確保に係る要請も併せて実施するよう努めること。

2 周知・啓発など情報発信のさらなる推進

( 1 ）リーフレット ・冊子等による周知 ・啓発

ア 昨年の調査において、 「労働条件通知書を交付されていなしリと回答した学生

の割合が多かったことを踏まえ、本省において別添2のリーフレットに学生用の

労働条件通知書の様式を新たに作成 ・掲載し、また別添3のとおり学生アルバイ

トに関する具体的な問題事例を盛り込んだリーフレッ トを新たに作成したところ

である。

これらリーフレッ トについては、文部科学省の協力を得て本省から全国の大

学等に送付したほか、本省から各局にも送付するので、各局においても相談対応

や集団指導等の機会を活用し、学生はもとより事業主への周知・啓発を図ること。

イ 学生アルバイ トについては、労働契約の締結の際における労働条件の明示、賃

金の適正な支払い、休憩時間の付与等の労働基準関係法令の遵守はもとより、学

生の本分は学業であることを事業主が理解し、学業とアルバイトが適切な形で両

立されるよう、シフト設定に際して配慮することが重要である。

このため、本省においては、学生アルバイトに関して事業主が留意すべき事項

を盛り込んだ広報媒体を作成することとしている。

当該広報媒体については、追って各局あて送付するので、局においては、上記

1の自主点検表と併せて事業主への周知を図るとともに、より効果的な周知 ・啓
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発が図られるよう、労働基準協会をはじめとする事業主団体など関係機関等へ周

知・啓発について協力を依頼すること。

ウ 労働法制の普及等に関する取組については、平成27年9月30日付け地発0930

第6号、基総発0930第2号、職総発0930第2号、雇児雇発0930第2号、政労働

参発0930第2号「労働法制の普及等に関する取組の更なる強化についてJ等によ

り、各局では大学等における労働法制の普及等に資するセミナーや講義等に講師

派遣を行っていただいているところであるが、当該セミナ一等を実施する際には、

上記（1 ）アのリーフレットも併せて配布すること。

( 2）その他

労働条件ポータルサイト「確かめよう 労働条件Jにより、労働関係法令の基礎

知識や相談窓口の情報発信を行っているので、相談等の際など、あらゆる機会を活

用し、学生や事業主等に対して周知すること。

また、先の調査結果によると、学生に困ったことが生じた際に「専門の行政機関

へ相談したJと回答した実績が低調で、あったことから、総合労働相談コーナー（以

下「コーナーJという。）において、労働問題についてワンストップで相談するこ

とが可能である旨を、学生に対して併せて周知すること。

3 「アルバイトの労働条件を確かめよう！ Jキャンペーンの実施

平成28年度は、特に多くの新入学生がアルバイトを始める4月から夏休み前の7月

までを実施期間として「アルバイトの労働条件を確かめよう！ Jキャンペーン（以下

「キャンペーンJという。）を全国で実施するので、各局においても以下に記載の事

項について、適切に取り組むこと。

( 1 ）本省での実施事項

ア 大学等への協力依頼

各大学等へリーフレット、ポスターを送付し、新入学時の説明会・ガイダンス

等での配布や新入学時に配布する冊子への掲載、これらを活用した説明の実施、

各大学等のホームページへの掲載、学内の掲示板への掲示等について依頼を行っ

たところである。

また、下記（2）アの出張相談の実施に関して相談場所の提供、学生への周知、

労働に関するトラフ、ル発生時の局の利用勧奨等について依頼することとしてい

る。

イ 各都道府県及び政令市への協力依頼

キャンペーンの実施についての広報について協力依頼を行うほか、キャンペー
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ン期間中に別添2、別添3のリーフレットを重点的に配布してもらうよう協力を

依頼する。

ウ 関係団体への協力依頼

大学等団体（注）、全国社会保険労務士会連合会、日本行政書士会連合会、全

国大学生活協同組合連合会等に対し、キャンベーンの周知等について協力を依頼

する。

（注）大学等団体とは、一般社団法人国立大学協会、一般社団法人公立大学協会、

全国公立短期大学協会、日本私立大学協会、一般社団法人日本私立大学連盟、

日本私立短期大学協会、全国専修学校各種学校総連合会をしづ。

エ周知 ・啓発の実施

キャンベーンの趣旨等について、報道発表並びに厚生労働省関係広報誌及び厚

生労働省ホームページ等への掲載を行う。

( 2 ）局の実施事項

ア 大学等における出張相談等

学生数が多い大学等を中心に出張し、学生を対象とした相談対応を実施するこ

と。その際、労働に関する トラブルについての相談を受けた場合には、内容に応

じて、コーナーや労働基準監督署（以下「署Jとしづ。）を案内するとともに、

当該相談内容をコーナー又は署に情報提供すること。

また、大学等に対して、学生から労働条件に係る相談がなされた場合には、局

又は署のほか、メ一ルで

(http://vれ仰.mhl w. go. jp/ stf/ seisakuni tusui te/bunya/koyou_roudou/roudouki・ 

jun/mail_madoguchi.html）を、夜間や休日に相談したい学生向けとして労働条件

相談ほっとライン（0120-81ト610）を案内してもらうよう依頼すること。

イ コーナーへの「若者相談コーナーJの設置

コーナーに「若者相談コーナーJを設置し、学生への相談に重点的に対応する

こと。なお、コーナーにおいては、 「若者相談コーナー」を設けていることが容

易に確認できるよう、見やすい場所に表示を行うなどして、学生が相談しやすい

環境を整えること。

ウ 周知・啓発の実施

上記（1 ）エの取組を踏まえ、キャンペーンの趣旨等について、事業主団体や

労働団体が発行する機関紙等、地方公共団体が発行する広報紙・雑誌等又は報道

機関を通じた広報やホームページを活用した広報（本省ホームページとのリンク

を含む。）等により、国民一般に対する周知を行うこと。
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また、集団指導等において、労働契約法についても周知を行うとともに、特に、

シフ トの変更などの労働契約の内容の変更については、同法第8条により労働者

と使用者の合意が必要であり、使用者が一方的にシフトを変更することはできな

いことについても説明を行い、周知 ・啓発を行うこと。

エ リーフレットの配布

上記2( 1）アのリーフレットについて、キャンペーン期間中に、使用者団体、

労働組合、地方公共団体、関係機関等に配布の協力を依頼するほか、学生アルバ

イ トを使用する事業主等に対して集団指導、監督指導等の際に配布すること。

4 相談等への的確な対応

( 1 ）署における対応

学生からの申告・相談への対応については、平成15年4月1日付け基発第0401015

号「申告 ・相談等の対応に当たって留意すべき事項について」等に基づき、学生が

置かれている状況に意を払い、懇切丁寧な相談対応に努めるとともに、その処理を

求めている事項が労働基準関係法令違反を構成するおそれがあると認められる事案

については、申告事案として受理し、優先的かつ迅速的な処理に努めること。

( 2）コーナーにおける対応

コーナーの窓口においては、学生からの相談に対し、引き続き懇切丁寧な対応を

行う こと。特に、シフ トの変更に関する相談があった際は、労働契約の内容の変更

について、労働契約法第8条により労働者と使用者の合意が必要であり、使用者が

一方的にシフトを変更することはできない等の民事上のルールについて説明し、必

要に応じ、助言 ・指導、あっせんについて教示すること。

( 3）その他

「労働条件相談ほっとライン」により、平日の夜間 ・休日に、無料で相談を受け

付けているので、相談対応や集団指導の際などあらゆる機会を活用し、学生や事業

主等に対して周知すること。

5 大学等関係機関との連携の強化

( 1 ）大学等

ア 本省においては、アルバイ トに係る問題への大学等の窓口機能を強化してもら

うベく、各大学等の学生支援を担当する教職員向けに参考となる冊子等の作成を

行う こととしている。各局においては、当該冊子等を活用した大学等での教職員

向けの説明会・研修会等の開催希望がある場合には、可能な限り協力すること。
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イ 学生アルバイトを巡る問題について、大学等から署・コーナーへ相談等がなさ

れた場合には、 上記4のとおり適切に対応すること。

( 2 ）大学等団体

本省においては、大学等団体に対して、会員大学 ・学校への周知、ウェブサイ ト

への掲載、主催研修での説明機会の提供等について協力を依頼することとしている

ので、各局においては、大学団体等の都道府県単位の組織から説明機会の提供があ

れば、可能な限り対応すること。

( 3 ）各都道府県及び政令市

多くの都道府県及び政令市において、学生アルバイ トの労働条件を含む労働法制

の普及・啓発に取り組んでいることから、本省において、学生アノレバイトの労働条

件確保対策の推進に向けた情報交換会を開催したところである。本省においては、

収集した各自治体の好事例を各局及び各自治体へ情報提供する予定であるので、各

局においては、これらを参考とした上で、必要に応じて自治体と連携のうえ、周知・

啓発に取り組むこと。

特に、各局で取り組んでいる労働法制の普及に係る講師派遣については、出前労

働講座など大学等への労働法制の普及等に取り組んでいる都道府県・政令市がある

ことから、各局においては、講師派遣に当たって必要に応じ都道府県 ・政令市と情

報共有を図ること。

(4）その他の団体

リーフレット・冊子の配布等により、より多くの学生、事業主等に周知が図られ

るよう、本省においては、全国社会保険労務士会連合会、日本行政書士会連合会、

全国大学生活協同組合連合会等に対して協力を依頼することとしているので、各局

においても関係団体の都道府県単位の組織等と連携を図りながら周知を行うこと。

6 雇用環境・均等部 （室） （仮称）における対応について

局においては、平成28年4月1日から新たに雇用環境 ・均等部（室）が設置される

ところであるが、本通達で指示した事項のうち、一部の業務については同部（室）へ

移管されるところである。今後の各業務の所管については、別紙のとおりとなるので、

これを踏まえて適切に対応すること。

また、局幹部においては、本通達で示した業務の一部について、労働基準部から雇

用環境・均等部（室）へ円滑な業務の引継が行われるよう必要な指示を行うこと。
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7 その他

( 1 ）高校生向けアンケートの実施による実態把握

本省においては、平成 27年 12月から高校生向けアンケートを実施して、実態把

握を行い、平成 28年4月末を目途にとりまとめ、今後の対策に繋げることとしてい

るので、別途指示するところにより適切に対応すること。

( 2 ）高校生に対する労働法教育の充実

本省においては、平成28年度中に、労働法について高校の公民等の授業の中で教

えやすく生徒も学びやすいような、教材を含む学習フ。ログラムの作成を検討してい

るので、別途指示するところにより適切に対応すること。
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学生アルパイトの労働条件に関する自主点検表

厚生労働省が期包した大学生等を対象としたアノレバイトに関する意識等調査において、労働条件の明示が

適切になされていない、準備や片付けの時間に賃金が支払われていないなどの労働基準関係法令違反のおそ

れがある回答が見られたところです。

学生アルバイトの労働条件の確保のため、以下の事項について自主点検を行いましょう。

労働基準関係法令に違反する事項

防働条件の明剥

口1 アノレバイトを雇い入れる際、賃金や労働時間などの労働条件を記載した書面を交付しています方、

雇画面
口2 アノレバイトを含め、常時10人以上の労働者を使用する場合、就業規則を作成し、所轄の労働基準

監督署長に届け出ていますか。

口3 就業規則をアノレバイトに周知していますか。

匿昼過
口4 所定の労働時間は、週40時間※、 1日8時間以内となっていますか。

※ 商業や接客娯楽業などの業種のうち、常時10人未満の労働者を使用する事業場は週44時間

口5 アノレバイ トに法定労働時間を超えて労働をさせる場合、時間外労働・休日労働に関する協定

（し、わゆる 36協定）を締結し、所轄の労働基準監督署長に届け出ていますか。

同守憩・休日、年次有給付羽岡

口6 1日の労働時間が6時間を超える場合には少なくとも45分、 8時間を超える場合には少なくとも

1時間以上の休憩を、労働時間の途中に与えていますか。

口7 少なくとも週1日もしくは4週に4日以上の休日を与えていますか。

口8 アノレバイトに、勤務日数に応じて年次有給｛村慢を付与していますか。

函
口9 賃金は、毎月、決まった支払日に、その全額を支払っていますか。

口10 都道府県ごとに定められている最低賃金額以上の額を支払っていますか。

口11 規律違反やミスをしたことを理由に、就業規則に記載なく罰金等を課していませんか。

睡電通
口12 週40時間、 1日8時間を超えた時間外労働については、通常の賃金の25%以上、休日労働について

は、通常の賃金の35%以上の割増賃金を支払っていますか。

口13 午後10時から午前5時までの深夜労働については、通常の賃金の25%以上の割増賃金を支払って

いますカ＼

同華麗、退糊

口14 解雇する場合、少なくとも 30日前に予告するか、 30日分以上の平均賃金（し、わゆる解雇予告手当）

を支払っていますか。

。 厚生労働省 － 畿 支部科学省



（労働騨関係法令に違反するおそれがある事項

匿画調
口15 タイムカード等の客観的な記録から確認するなどにより、実際に働いた時間を適正に把握しています

ヵ、

口16 準備や片付けの時間（学習塾等の場合、授業以外に行う質問対応、報告書の作成等に要した時間）を

労働時間としていますヵ、

画
口17 賃金を一方的に引き下げていませんか。

匝露両
口18 1年以内ごとに1回、定期に健康診断を戴包していますか。

※ 高等教育機関進学率が趨勢的に上昇し、長期休暇中と授業期間中の両方ともアノレバイトで働く学生の割

合が増加傾向にあり、また実態として学生のアルバイト時間も増加傾向にあるなど、学生とアノレバイトと

の結びつきは強まってきています。

このため、以下の事項について、学生の本分である学業とアノレバイトの両立のために特に御配l惹いただ

くことが必要です。

学業とアルバイトの両立のために特に配慮が必要な事項

I ｜解雇、退瑚

；口19 アノレバイトが退職申し入れているにもかかわらず、人手不足等を理由に、，慨して働くことを
I 強要していませんか。

I Iシフ H

l白相手の同意を得ることなく、一方的にシフトの決定変更を行っていませんか。
I口21 試験の準備期間や試験期間中などに、学生の希望に反してシフトを入れていませんか。



［労働騨関係法令に違反する事項 ） 
｜労働条件の明剥

1 到しバイト畳重い入れ墨際、重金県明郵堕題などの甥動条｛牛査査載しE垂直査受世しています控a

＝辛アJL,1（イトを置い，Mt,る場合、労梢契艇繭蜘時に、賃金、労働時間などの労働条件を必ず明示する必要があります。

更に、特に重要な次の6項目についてl本書面を交付する必要があります（労働基地宝節目条）。

①契約はいつまでか（労働契約の期間に関すること）

②期間の定めがある契約の更新についてのきまり贋新の有無、更新する場合の判断基謝ほど）

③ どこでどんな仕事をするのか（就業の場所、従事する業務）

④仕車の時間や休みはどうなっているのか（仕’の始めと終わりの時刻、残業の有無、休憩時間、休日・休暇、

交替’F蹴摘のローテーション等）

⑤賃金はどのように支似つれるのか（賃金の決定、計算と支払方法、締切と支払の時期）

⑥辞めるときのきまり（退職に関すること（解庖事由を含む））

これら以外の労働鰍の内容についても、使用者と労働者はできる限り書面で確臨する必要があると定められていま

す明働契約法第4条第2恥。

《労働条件通知書のモデJl格式はこちら》

h坑o://w糊．耐lw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyαJ m胤』Irα胤』ki jun/ke i yaku/ka i se i / d I /voush i k i_02.凶f

雇語圏
2 アjνTイトをきぬ瀬堕10人以上江場働書記重用する混合、穀議昼間割乍成し、開暫芳輝謹準監督署長に量け出て

U茎豆~

＝辛 アルバイトを含め、常時10人以上の労働者を使用する場合は、就業規則を作成し、労働者代表※の意見書を添えて

所輔の労働基準監督署長へ届け出る必要があります償措樋調法第i 89条、第卯条）。

なお、常時10人未満の事難場においても、トラブルを防く・ため、就黛規則を作成することが望まれます。

※ 「労骨靖代表Jとは、d漕難場にアルバイトを含も台幼働者の過半数で組鎗する労働組合がある場合には、その労

倒組合、②そのような労制組合がない場合！こl広アJL,1（イトを含も全労働者の過半数を代表する者とされています。

《就業規則に必ず記載する必要がある事項》

仕事の時間や休みはどうなっているのか（仕事の始めと終わりの時刻、残業の有無、休聴時間、休日・休暇、

交御風崩事のローテーション等）

・ 賃金はどのように支払われるのか（賃金の決定、計算と支払方法、締切と支払の時期）

辞めるときのきまり（退職に関すること明禍事由を含む））

就農規則の内樹立、法令や梯働制句に反してはなりません（労働基準法第92条、労働艶約法第13条）。

《モデJI杭業規則はこちら》

h坑0://1州 ．耐lw.go.jo/stf/seisakunitsuite/bunva/koyourou似J/rOl胤 1kjjun/zi町側shi/n凶el/

3蕗業建前をアルバイトに局知していますひ。

＝争就農規則l立、作難場の見やすい場所に常時掲示するヵ、備え付ける、労働者に配付するなどの方法により、アJI.,／＼イト

を含む労働者に周知する必要があります（労働基調札浩第106条）。



函極圏
4 所宣江翠揺湿す占V;:J.、運4-0萄旬※、 1B8睦F晶諸芯とZまっていますか。

※ 商業科安富島築業などの類重のうち、常時10人未駒治慢痛を使用する事業場は週44時間

~ 法定労働時間の原則は、週40時間、 1目8時間以内と定められており、所定の労働時間（シフト時間）は、法定労

働時間以内に股定する必要があります（労働基準法第32条）。
f ・ 1与二必~＂＇（！－＜＜互少石坂漏扇面会ー・ー・－・－・－・－・ー－－－ー一－－－－－ー・四・－.，

I 満18臓に満たない慨は原料10恥午前5時までの糊糊されて市｛糊騨法制1条）。j

5 ア＇／vii：イトに遺症型1艶鑓査担えて砦理由査させる露合、智説明艶・体日蛍働に関する協定 （t)t](,.φ‘36／｝，窓色 を

ま鶴きい F用車問哲寝屋準監醤署長に届け出ていますか。

時 アルバイトに法定労働時間を超えて労働（時間外労働）させる場合や法定休日に労働させる場合には、労働者代表と

の聞で、あらかじめ時間外労働・休日労働に町する協定（い材φる36協定Dを制嚇し、所帽の労働基準監督署長に届

け出る必要があります（労働基準法第36条）。

36協定により延長することができる労働時間は、厚生労働大臣カ勺定める「時間外労働の限度に関する基準」において

示される延長時間の限度を超えないようにしなければなりません（原則月45時間、年3印時間）。

《36協定について詳しくはこちら》

ht句：／／州 ．耐Iw. iO. i o/ stf / se i sakun i tsu i te/bunva/ko州問胤』／rou伽山ijun/rα刷 zi kan/040324-4.出n

防相・休日、年次有給休桐

6 1自立治慨苦占1//6/J,舗 を超える揚合1こは少なくとも45分、8時笥を超える露台こle!:少なくとも1/J,摺以上の掠憩を、

普｛軍僧詰紅遜持に与えていますか。

~ 1日の労働時間が6時間を超える場合には45分以よ、 8時間を超える場合には1時間以上の休憩を、労骨時間の途

中に与える必要があります（労働基準港第34条）。また、原則として、労倒時間の途中で一斉に与え、かつ自由に利用

させる必要があります（ただし、労働者代褒との聞で、協定を締結することにより、この一斉付与の原則が適用除外と

なります）。

労働者抑欄中でも電腎や来客の対応をするように指示されている場合、労制時間とみなされることがあります。

7 必ほぐと古:i!Jl1B古レぐぽ4i@C4B必仕¢府B寄与えてL)Efg刀L

＝争毎週少なくとも1目、あるいは4週間を通じて4日以上の休日を与える必要があります法定休日、労働轟準法第お

条）。なお、休日は、原則として、午前0時から午後12時までの継続24時間の暦日で与える必要があります。

B ア＇／vii'.イトに、軍務自鼓に応じて年：欠有給備霞を｛す与しています力、

＝亭 雇入れの日から6か月間施鱗勤務し、その聞の全労働自の8割以上出動した労働者に対して、最低10日の年次有給

休躍を付与する必要があります償摘岨謝暗算39条）。その後は、継続勤務年数1年ごとに一定回数を加算した回数を

付与する必要があります。

※ アJレ,J｛.イトであっても、

週の所定労働日が5日以上、もしくは週の所定労働時間が30時間以上の場合！忠 一般の労働者と閉じ回数

週の所定労働時間が30時欄来満の場合には、その所定労働回数に応じた回数

の年次有給休暇を付与する必要があります。



函
9 賃金目、毎日、決まっ左萱翌日こ、杢の全量産宣むっていますかn

＝争賃金は、⑩車貨で、＠温漉労働者に、笹途個を、＠海月1回以よ、一定の期日を定めて支払わなけれ！まなりません。

なお、労働者の同意など一定の条件を満たせば、銀行口座等への撮込による支払も可能です（労働基準法第24条）。
， ・・圃・・・・園田・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・圃・ ・・・ー・・・・．．．．．．．．．，．．．．．．町、： もうー歩進んで 《所得税法における給与明細書の交付構務》 ・

； 給与側消息給抑制受け
10都道癌県ごとに定められている最盛賃金書記壮庄癌踏まz!Liっていますかぬ

時最低賃金法によって、賃金の最低限度額が定められています（最低賃金法第4条）。

最低賃創繍喧府県ごとに定められています。労働者と同意して最低賃金より低い賃金額で鱒包したとしても、その

契約は法律によって無効となり、最低賃金額で契約したことになります。

・ 11 瑠竃重圧やミス査しEこと至理由！こ、組業裡郎に記載~＜.買益準査課していま堂島／.）~

功労働者減騨違反をしたことを理由に、伽鵬として、賃金の一部を滅蹟する（減給場合にl志あらかじめ就業規則

で定めておく必要があります。また、 1回の漏給金額は平均賃金の1自分の半額を超えてはなりません。また、植数回

規偉違反をしたとしても、減給の総額がー賃金支払期における金額（月給なら月給の金島の10分の1以下とする必

要があります（労働基準法第91条）。

I もう一歩進んで 《損害賠償悔の予定について》 ¥ 

I 労隣畑甑などをした輸に、損聞こ動らず、一定額欄間酬を蹴うことをあらかじめ i
定めておくことは、禁止されています（労働基調札宝第四条）。

I 例えば、使用者が労働者に対し、『会社の備品を壇したら1万円」などとあらかじめ定めておいたとしても、無効・

、となります。
四・・・・ー・ー－－－－－ー－－－ー.，

画面量
12遇408！ザ'l/1, 1B8時題を超えだ曾訪問趣について7cl.運営の賃金の25:泊以上、体白岩趣については、通嘗の賃金

の35弘以上江重量豊賃金をま払っています力11

13午後10暗から午前5時まで江滋鞍労甑については通常の賃金V25%以上江港！摺賃金をま珪ムっていますな

時アルバイトも含め、 1日8時間または週40時間を超えて労働させた場合や、深夜（午後10時～午前5時）に労働さ

せた場合には25%以よ、法定休日に労働させた場合には35%以上の曹捕賃金を支払わなければなりません。

なお、時間外労働が1か月について切時間を超えた場合には、その超えた時間について印%以上の曹糟賃金を支払

わな肘Uまなりません。（ただし、中小企業について当分の間適用が猶予されています。）

I • もう一歩進んで 《’周慣金の計算における労働時間散》

I 1日ごと棚働輔教は分単位で把握・確定しなl伽まなら求曹順金の附舗にも、その酬を基に計算すi
る必跡あります。なお、 1か月における欄外労働、休明及び制問々の馴散の鮒こ1欄繍のi
I 端散がある場合に、羽分未満の端散を切り捨て、それ以上を1時間に切り上げるという端数処理lま仰糊！こ留められ・

＼ ています。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・・・・・・・・・圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・回・・・・・・・”



画E童画
14鐸塵す墨埋合、少なくとも30目前に予宣するか、 30日告品辻の平均賃金｛い仁ゆる解雇予告手訟をま召ムっていま

芝込←

功労働者を解雇する場合には、原則として少なくとも初日以上前に予告する必要があります。予告しない場合は、

初日分以上の平均賃金（い材争る解雇予告手当）を支払わなけ才Uまなりません（労働基準法第20条）。また、解雇事由

については就業規則に毘載しておく必要があります（労働基準法第89条）。

なお、業務上災害のための療整中の期間とその後の30日間や、産前産後による休業期間とその後の30日間の場合等

一定の場合については法令により、解雇カ明示的に抗上されています（労働基準法第19条）。また、こ制こ骸当しな

い場合であっても、客相的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると留められない場合は、構刺を濫用したもの

として無効となります。（労働契約法第16条）

［労働騨関係法令に違反す似れがある事項 ） 
匿酎
15タイムカード筈夜準語到な主蓮華から確認するなどにより、実聴に働しV三時間を滞在に拒握していますかの

＝＞使用者は、労働時間を適正に管置するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認・記録し、これを基に

何時間働いたかを把握・確定する必要があります。

確毘・肥録の方法としては「労働時間の適正な把慣のために使用者カ鴨ずべき措置に関する基準」により、原則

として、次のいずれかの方法によるものとされています。

使用者が、自ら現留することにより確毘し、配館すること。

タイムカーに ICカード等の客観的な記録を基礎として確麗し、 S国按すること。

※労．時間を確臆するに当たっては、 1日ごとの労働時間教を、分単位で把握・確毘する必要があります。

《明働時間の適正な把握のために使用者カ鴨ずベき措置に関する基準Jについて鮮しくはこちら》

ht匂：／川棚 ．耐lw.i.?o. jo/stf /seisakunitsuite/bunva/kovou rot刈叫J削似Jki jun/roudouz i kan/07侃14戸2.h加｜

16準備や片惜け江混濁（学習塾等の埠合、盟業以外に行う望智dlx!lJ.瓜報告書の作成等に要U三時間〉を労｛鞠舗として

U霊歪込一
場始業時釦肺に行う準備や終業時素繊の後始末掃除等は、使用者の明示又は黙示の指揮命令下に行制Lている場合

には、労働時間となります。

函

例えば、以下のような時間は、労働時間となる可制宣があります。

学習塾等の鵬師が、授業以外に行う質問対応、報告書の作成等に要した時間

時~JJIII ・作業服の着用を事集所内で行うことを積務付けている場合、その更衣等に要した時開

会社が出席を強制している教育、研修に参加する時間

17重金畳一方的に引き下lfiていません台。

＝辛労働契約において定められている賃金などの労働条件について、それを一方的に引き下げるなど、労働者の同意なく、

労働者の不和雌となる内容に労働条件を変更することはできません明働契約法第9条）。

このため、賃金を一方的に引き下げて支払った場合には、賃金の一部不払い（労働基準法第24条違反）になる

可制勧tあります。



極極函
18 1年以四ごとに1lfIJ.定顕に盤痩診断基婁描していますかn

＝争 アルバイトでも、以下の要件のいずれにも骸当する場合は、 1年以内ごとに1回、定期に値康齢断を実指する必要が

あります（労働安全衛生法第飴条）。

①期間の定めのない契約により使用される者（1年以よ継続勤務が見込まれる者を含む）

② 1週間の所定労働時間カに同じ事業帽において同種の業務に従事する通常の労働者の4分の3以上の者

※深夜業等の業務に常時従事する場合は、 6か月以内ごとに1圏、定期に健庫診断を実臆する必要があります。

学業とアルバイトの両立のために特に配慮が必要な事項

匝亘
19 )7）.レバイト力主費量査申し入れていIQ.にちかかわBす、入手不足菩杢理由に、鍾騒レて甑くこと査強要してい摩せんかe

功労働者l立、原則として会社を退職することをいつでも申し入れることができます。

あらかじめ契縦訓聞カ徒められていないときは、民法の規定では、労働者同副瞳届を擾出するなど退職の申入れを

すれl式 2週間経てlま辞めることができます慌法第627条第111)。

3か月間などあらかじめ契約期間の定めがあるとき（有期労働契約）は、契約期間満了とともに労働契約カ喝さ了しま

す。使用者が労働者に継続して働いてもらう場合は、新たに労働契約を締結する必要があります明働者の間意カ協要）。

~ 
20桓手似酉意査書墨ことなく、一方的にシフトの決定・歪更査官っていませんか。

司勤務日や樹繭時柵については、労働条件通知書噂によりあらかじめ労働者に通知する必要があります。

また、シフト劃鵡噂制抑膿により勤務日・勤務時間側綻されたもの）による場合には、あらかじめ劃痛割褒の

作成手順及びその周知方法を定めておき、それに従って通知する必要があります。

探用時に合意した以上のシフトを入れる場合など、労働条件を変更する場合には、事前に労働者の同意が必要です。

なお、シフトを一方的に削るなど、制崩欄を労働者に示し、労働時間を特定した後に、会社側の都合で労働時間の

全部又は一部を休業させた場合にl乱使用者は平均賃金の6割以上の休業手当を支払わなけ才Uまなりません（労働基準

法第26条）。

21 諸都津信婿習精語録唐辛'P,などに、学生の希望iこ辰してシフトを入れていませんか。

＝争賦験の準備期間や賦験期間中など、学生カ噂嘩に時間を割く必要がある際は、本人の意向を確飽のよ、できるだけシ

フト般定に当たり配慮することが必要です。



（アノ以イトに関する各種保附度の適用

Q盤盤

正社員、アルバイトなどの働き方に関係なく、また、 1日だけといった短期のアルバイトも含めて、労災保験の対象で

す。なお、仕事が原因の病気やけカ仁通勤途中の事故で欄暁に行く場合は、健康保験lま使えません（健康保償法算出条）。

Q璽盟理盤

d週所定労働時間が20時間以上かヨ~1 日以上の雇用見込みがあれば、正社員、アルバイトなどの働き方に関係なく、

雇用保験の対意です。ただし、昼間学生の場合は、雇用保険の対象になりません咽用保験法第6条）。

0盤慶｛果践・厚生年金保蹟

アルバイトやパートタイマーでも、常用的な使用関係がある場合は、健康保験・厚生年金保験の対象です。

常用的な使用関係にあるかどうかの判断は、同じ事難所で問機の業務に従事している一般社員の労働回数、労働時間等

を基準に、それぞれがおおも寸d4分の3以上であるかどうかを目安lこ、就労形態調Fを考慮し、総合的に判断されます。

（パ－r?'-1ム州法の概要
1＜・ートタイム労働者（※）を雇用する事業主は、パートタイム労働法（短時冊労働者の雇用管理の改善等に関する法律）

に基づき、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保や、雇用管理の改善措置の肉容（賃金伽鷹の内容等）のパート

タイム労働者に対する脱明など、同法に定める雇用管理の改善等に関する措置を信ずる必要があります。

※ パートタイム労働法の対象となる「パートタイム労働者Jは、「1週間の所定労働時間治相ーの事業所に雇用され

る通常の労働者の1週間の所定労制時冊に比ペて短い労働者」とされています。したがって、アルバイトでも、その

名称にかかわらず、上記の条件に当てはまる労働者l乱開法における「パートタイム労働者Jに骸当します。

アルバイトの労働条件の確保に当たっては、特に、以下の規定に留意してください。

アルバイトを雇い入れたときは、労働基準法で明示カ司脇付けられた労働条件に加え、昇給、退臓手当、賞与の

有無及び相麟窓口について、文書の交付帯により明示する必要があります（パートタイム労働法第6条1項）。

・ アルバイトからの相肢に対応するための体制（相敵窓口）を整備する必要があります（パートタイム労働法第16

条）。



＠ 加にイトを始める前に、労働条件を確認しましょう！

＠ パイト側、毎月、決紛れた聞こ、全額支払いが原則！

~ 
アルパイトでも、残業手当があります

‘ー，
＠ アルパイ問、条件を満たせば、有給休暇が取れます

4・h
アルパイトでち、仕事中のけがは労災保険が使えます

アルパイトでも、会社都合の自由な解雇はできません

困ったときは、総合労働相談コーナーに相談を

確瓦誌7んぜ
労働条件相談ほっとライシヘ ！ 労働条件。℃、こユ4

0120・s1i・610 ~：品言説~：~：~10時 i -------
「アjレJ'i.イトの労働条件を確かめよう ！」

。麟欄議
キャラクター 「たしかめたん」

詳しくはこちら→
ポータルサイト
「確かめよう労働条件j 回目・



（学生アルバイト用）

アルバイトを始める際に、会社から労働条件を示してもらいましょう！ I ~

また、通知書は大切に保管しましょう！！ ｜ （巴三， e
労働条件通知書 ドJ

※シフトの超定 （始業・終業の時刻、休日、勤務日など）に当たって、 学識とアルバイトの両立に配慮してください。

殿 年 月 日
会社等の名称と所在地

使用者の職名と氏名
1 期間の定めなし 期間の定めあり （2～4は「期間の定めあり」の場合に記入）
2 契約期間 （ 年 月 日～ 年 月 日）

契約期間
3 契約の更新の有無 ［自動的に更新する ・更新する場合があり得る・契約の更新はしな
い・その他 （ ）］ 
4 契約の更新は、次により判断する。［・契約期間満了時の業務量 －勤務成績、態度・
能力・会社の経営状況 －従事している業務の進捗状況 －その他（ ）］ 

就業の場所

従事する業務
1 始業・終業の時刻等
始業 （ 時 分） 終業（ 時 分）

始業、終業の 2 休憩時間（ ）分

時刻、休憩時 3 所定時間外労働の有無

問、就業時転
（ 有（1週 時問、 1か月 時問、 1年 時間），無）

4 休日労働 （ 有（1か月 目、 1年 日）， 無）
換、所定時間 ※1 勤務シフトによる場合は、上記1を基本としつつ、勤務シフト表により定められた始
外労働の有無 業・終業時刻による。 （なお、始業・終業時間を繰上げ・繰下げる場合もある。）
に関する事項 ※2 変形労働時間制や交代制の採用の有無 （ 有・無 ）

有の場合、詳細は別途定める。
※3 フレックス制などが労働者に適用される場合は別途定める。
勤務日：毎週 曜日、その他 （

休日及び （週毎に勤務日が定められていない場合は）週・月当たり 目、その他 （

勤務目 2 1年単位の変形労働時間制の場合一年間 日
3 休日 ：毎週 曜日、 国民の祝日、 その他 （
年次有給休暇 6か月継続勤務した場合一 日

休 日目
継続勤務6か月以内の年次有給休暇（有・無）ー か月経過で 目
時間単位年体 （ 有・無 ）

2 その他の休暇有給 （種類 ： ）、無給 （種類 ：

基本賃金イ 月給 （ 円）、 ロ 自給 （ 円）

ハ時間給 （ 円）、 ニその他 （ 円）

2 諸手当の額文は計算方法

手当 円 ／計算方法：

3 所定時間外、休日文は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ 所定時間外、法定超月60時間以内（ ）%、月60時間超（ ）%、

賃 金
所定超 ）% 

ロ休日法定休日 （ ）%、法定外休日（ ）%  ハ深夜（ ）% 

4 賃金締切日（種類： ）ー毎月 目、 （種類： ）一毎月 日

5 賃金支払日（種類： ）ー毎月 目、 （種類： ）一毎月 日

6 賃金の支払方法（

7 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（ ）） 

8 昇給 （ 有 （時期、金額等 ， 無）

9 賞与 （ 有 （時期、金額等 ， 無）

10 退職金 （ 有（時期、金額等 ， 無）

1 自己都合退職の手続き （退職する 日以上前に届け出ること）
退職に関する事項

2 解雇の事由及び手続

1 社会保険の加入状況 （ 厚生年金 健康保険 厚生年金基金 その他 （

その他
2 雇用保険の適用（有・無）

3 雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口

部署名 担当者職氏名 （連絡先



学生の皆さんへ 。離精着

生アルバイ ブル Q&A

~ I アルバイトを始めることになりましたが、時給や勤務時間（働く時間）などの
区彊• 1 働く条件について「募集広告に書いてあるとおりだよ』としか言われないので‘・rIすが？！
固 働く条件を書いた書面倒すちらつ吋さい！

後で「最初に聞いた話と実際の時給や働く時間などが遣う」と困らないように、ア
A民 － jしnイト先から書面をもらって保容しておきましょう。法律上ち、 ①アルバイトをす
軍手通W る期間、 ②仕事の内容や働く揚所、 ③働く時間や休日、 ④時給など重要なことは、雇
ドJ う側が働く人に、働く条件を示した書面を渡すこととなっています。

＠ 1回にこ6～8時間働くアルレ…一すが休憩が15分ω
｜れない服いのですが？！

d‘固 j去律で、凡パイトに支1してち、働 寺間力t
兵雪‘ wなくとち45分、 ②8時閏を超えるt君合には／少なくとち1時間の｛木憩を、与えなけ
ヲ牛，.’ れぱならないことになつてし1ます！
＼』＿＿；，，.C 

。 決められた時…にォ一一長の指示で一向け
｜次の勤務の準備をさせ6れているのですが、その分の時給がちらえ封ん！

】固 法律上、あなたを雇っている人 （オーナーなど〉や上司 （店長など〉の指示などに
従って行う仕事については、その分の時給がちゃんと支払われなければなりません。

d竺ー 例えば塾講師の揚合で、援業時間外にオーナーや教室長に言われて仕事をしている
t注五~ 揚合にち、時給は発生します。
ドJ ちなみに、 「毎回15分未満は切り鎗て」というようなことは原則法律違反です！

＠ 蹟 U アルレ…蜘…ない、j
｜すか？あと、アルωパ《イトで壱有休が帆るポ釘すか？

国
会

アルバイトでも、法律上、 1日8時間、 1週40時間を超えて働いたら、残業代は出
ます！また、法律上、アルバイトでも有休がとれる揚合があります。
〈詳しくは、厚生労働省ホームページの「労働条件に関する総合情報サイト確かめよ
う労働条件」にある 『？ルバイトを雇う際、始める前に知っておきたいポイント』の
ポイント3、4を男てください。〉



~ I アルバイトを始めるときに決めた曜日（回数）や時聞を無視して、授業の田
区ヨヨIIでちシフトを入れ8れてしまいます。テストの目に休みたいと言っても休ま
司・9'1せてもちえません。
.. 圃 シフトを変更するには、事前に働く人と雇う人の合意がl必要です 〈労働契約法の規
〕 置晶置 定〉。 決められた曜日や時間を無視レて無理矢理シフトに入れられるなど、一方的に
忽さに ε シフトを変更されて困る時は、はっきりと断りましょう！また、決められた曜日や時
平手，w 間に急に学校の行事などが入ってしまった時でも、諦めずにオーナーや店長などによ
.,_,, く相談しましょう。

a・lクリスマスケーキなど季節の商品に販売ノルマがあって売れ残りを買わされ
匡止週 lます。あと、食器や商晶を壊したりするといちいち弁償され6れるのですが、司・rIこれってしょうがないんですか？
... 司 法律上、売れ残りを買う義務はありません！基本的にバイト代から自動的に天引き

A‘ ・ーー することもできません。
ミ2__）』 また、お店のものや商昂を壊したときは、弁償しなければならない揚合もあります
~c o 。 が、少なくとち、本来の値段以上を罰金として支払う必要はありません。

＠ アルレ……て坊えません 向肪代わ
｜連れて乙し、』と言われます。

固 列レバイトを含む労働者は、原則として会社を退職するこほ川でも申し入れる
ことができます。

A-• あらかじめ契約期聞が定められていないときは、法律では、労働者は退職届を提出
足突きし ょ するなど退職の申入れをすれば、2週間経てば辞めることができます く民法の規定）0 
k浜亘伊’ ただレ、急に辞めてしまうと、アルJ＇＼イト先が困ることもあるでしょうから、アル
トイ バイト先とよく話レ合ってください。

［ 一間関め ｜ 
アルバイトのトラブルで困つだときは ｜ 

「労働条件相談ほっとライン」にご連絡ください。
はい1ろうどう 月・火・木・金：午後5時～午後10時

0120-811・610 土・日：午前10時～午後5時

ポータルサイ
トのHPは
こちS↓

「アルバイトの労働条件を確かめよう ！」
キャラクター 「たしかめたん」

；一行政機関に相談したいとき］

お近くの労働基準監督署や「総合労働相談コーナー」 （労働局や労働基準監督署の中
にあります〉にご連絡ください。 〈平日午前8時30分～午後5時15分〉

｜ 労働基準監督署 ｜検索｜ ｜総合労働相談コーナー ｜検索｜

ほ ほ
厚生労働省ホームページにお近くの労働基準監督署や総合労働相談コーナーの場所が
掲載されています。

(H28. 2) 



＼＼  時期

＼＼  ｜ 平成28年3月 31日まで

実施事項 ＼＼ ｜ 

事業主団体等への要｜労働基準部が実施
壬圭
百円

,31J 紙

平成28年4月1日以降

雇用環境 ・均等部（室）（仮

称）が実施

周知 ・啓発などの情｜労働基準部が中心となって｜雇用環境 ・均等部（室）（仮

報発信のさらなる推｜実施 ｜称）が中心となって実施

進

「アルバイトの労働14月からの実施に当たって｜雇用環境・均等部（室）（仮
条件を確かめよ｜の準備を労働基準部が中心｜称）が中心となって実施す

う！」キャンペーン！となって実施 ｜ることとし、署（労働基準

の実施 ． ｜ ｜部も関与）では集団指導を

通じた周知やリーフレット

の配布を実施

相談等への的確な対｜署（労働基準部）、 総合労働｜署 （労働基準部も関与）、総

応 ｜相談コーナー （総務部企画｜合労働相談コーナー （雇用

室）で実施 ｜環境 ・均等部（室）（仮称））

tで実施

大学等関係機関との｜労働基準部が中心なって実｜雇用環境 ・均等部（室）（仮

連携の強化 ｜施 ｜称）が中心となって実施


